
国立大学法人福岡教育大学の中期目標期間に係る業務の実績に関する評価結果

１ 全体評価

福岡教育大学は、九州地区唯一の単科の教員養成大学として、これからの学校教育を

率先して導くことができる有為な教員の養成と現職教員の継続学習の充実に加えて、多様

な生涯学習機会を創出できる人材の養成に取り組むことを目的とし、教員養成機能を強

化して教育現場のニーズに応えるため、全学的な教育改革に取り組んでいる。

中期目標期間の業務実績の状況は、「業務運営の改善及び効率化に関する目標」及び「自

己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標」の項目で中期目標の達成状

況が不十分であるが、それ以外の項目で中期目標の達成状況が良好又はおおむね良好で

ある。業務実績のうち、主な特記事項は以下のとおりである。

教育については、キャリア支援センターの設置、身体に障害のある学生の修学支援マ

ニュアルの作成・配布による全学的な支援体制の構築、独立行政法人日本学生支援機構

と連携した障害学生支援担当者講習会の実施等の取組を行っている。

研究については、知的財産管理体制の整備、教材等の研究・開発を視野に入れた知的

財産の創成・蓄積・活用を推進するための知的財産ポリシーの策定等の取組を行ってい

る。

社会連携・国際交流等については、福岡教育大学人材バンクを設置し、社会連携を積

極的に展開するとともに、民間団体との連携体制を構築し、英語アフリカ圏からの中等

理数科教員研修生を受け入れ、開発途上国の理数科教育水準の向上へ貢献するなどの取

組を行っている。

業務運営については、経営協議会において審議すべき事項である教職員の給与改定に

ついて、報告事項として取り扱われていることから、適切な審議が行われることが求め

られる。また、外国人の教職員採用の促進については、外国人教職員採用の促進のため

の環境や条件整備が十分に行われておらず、平成 15 年度から平成 19 年度にかけて外国

人教員数が増加していないことから、今後、早急な対応が求められる。

さらに、教職員の意欲向上を図るための多面的な支援方策の実施に至っていないこと

から、今後、着実に実施することが求められる。

財務内容については、科学研究費補助金獲得のため、全学説明会の開催や事務担当者

による研究計画書作成上のアドバイス等を行うとともに、大学教員活動評価において「科

学研究費補助金の申請」を評価項目として追加するなどの取組を行っている。

自己点検・評価については、自己点検・評価システムに関し「国立大学法人福岡教育

大学点検・評価規程」を制定し、評価結果に基づく改善、改善状況の検証及び当該検証

結果に基づくさらなる改善等の一連の措置とその手続を明確化し、点検・評価結果を大

学運営にフィードバックするシステムが構築されている。



２ 項目別評価

Ⅰ．教育研究等の質の向上の状況

（Ⅰ）教育に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況がおおむね良好である

【判断理由】「教育に関する目標」に係る中期目標（４項目）のすべてが「おおむね

良好」であることから判断した。

２．各中期目標の達成状況

（1）教育の成果に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「教育の成果に関する目標」の下に定められている具体的な目標（３

項目）のうち、１項目が「良好」、２項目が「おおむね良好」であり、

これらの結果に加え、学部・研究科等の現況分析における関連項目

「学業の成果」「進路・就職の状況」の結果も勘案して、総合的に判

断した。

（2）教育内容等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「教育内容等に関する目標」の下に定められている具体的な目標（４

項目）のうち、１項目が「良好」、３項目が「おおむね良好」であり、

これらの結果に加え、学部・研究科等の現況分析における関連項目

「教育内容」「教育方法」の結果も勘案して、総合的に判断した。

（3）教育の実施体制等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「教育の実施体制等に関する目標」の下に定められている具体的な目

標（４項目）のうち、１項目が「良好」、３項目が「おおむね良好」

であり、これらの結果に加え、学部・研究科等の現況分析における

関連項目「教育の実施体制」の結果も勘案して、総合的に判断した。

（4）学生への支援に関する目標



［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「学生への支援に関する目標」の下に定められている具体的な目標

（２項目）のすべてが「おおむね良好」であることから判断した。

３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（優れた点）

○ 中期計画「職業人となる自覚を高め、高い倫理性を涵養する職業教育のあり方を検

討するとともに、就職率向上のための適切な就職・進路指導体制の確立と、各種就職

・資格試験等の受験指導の充実を図る」について、全教職員が一致協力して取り組む

べき「就職支援の理念」に基づいてキャリア支援センターを設置し、就職支援に取り

組み、センター利用者の満足度調査において利用者の多くが満足・ほぼ満足と回答し

ていること、また就職ガイダンスへの出席者数も大きく増加するとともに教員講座を

30 回以上受講した者の教員採用合格率が 100 ％であったことは、優れていると判断さ

れる。

（特色ある点）

○ 中期計画「障害のある学生への支援を計画的に行う」について、「身体に障害のある

学生の支援懇談会」を設置し、『身体に障害のある学生の修学支援マニュアル』を作成

・配布するなど、全学的な支援体制を構築するとともに、独立行政法人日本学生支援

機構と連携し、「障害学生支援ネットワーク」拠点校として、平成 19 年度に「障害学

生支援担当者講習会」を全国に先駆けて実施したことは、特色ある取組であると判断

される。

（II）研究に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況がおおむね良好である

【判断理由】「研究に関する目標」に係る中期目標（２項目）のすべてが「おおむね

良好」であることから判断した。

２．各中期目標の達成状況

（1）研究水準及び研究の成果等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「研究水準及び研究の成果等に関する目標」の下に定められている具



体的な目標（４項目）のすべてが「おおむね良好」であり、これら

の結果に加え、学部・研究科等の現況分析における関連項目「研究

活動の状況」「研究成果の状況」の結果も勘案して、総合的に判断し

た。

（2）研究実施体制等の整備に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況がおおむね良好である

［判断理由］「研究実施体制等の整備に関する目標」の下に定められている具体的

な目標（３項目）のうち、１項目が「良好」、２項目が「おおむね良

好」であり、これらの結果を総合的に判断した。

３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（特色ある点）

○ 中期計画「知的財産等に関係する学内規程を整備する」について、知的財産管理体

制を整備するとともに、教材等の研究・開発を視野に入れた知的財産の創成・蓄積・

活用を推進するため、知的財産ポリシーを策定したほか、教員が研究・開発した教材

の販売システムを導入したことは、特色ある取組であると判断される。

（III）その他の目標

（１）社会との連携、国際交流等に関する目標

１．評価結果及び判断理由

【評価結果】中期目標の達成状況が良好である

【判断理由】「社会との連携、国際交流等に関する目標」に係る中期目標（１項目）

が「良好」であることから判断した。

２．各中期目標の達成状況

（1）社会との連携、国際交流等に関する目標

［評価結果］中期目標の達成状況が良好である

［判断理由］「社会との連携、国際交流等に関する目標」の下に定められている具

体的な目標（２項目）のうち、１項目が「良好」、１項目が「おおむ

ね良好」であり、これらの結果を総合的に判断した。



３．優れた点、改善を要する点、特色ある点

（優れた点）

○ 中期目標で「地域社会との連携・協力及び教育面における社会サービスを積極的に

行うことにより、本学の社会貢献活動の一層の充実を図る」としていることについて、

社会連携を積極的に展開するため、福岡教育大学人材バンクを設置し体制の整備を行

い、大学の社会連携・地域貢献に活用され、また教育委員会、地元自治体や地域の大

学との連携・協力が促進され、その件数が年々増加していることは、優れていると判

断される。

（特色ある点）

○ 中期計画「開発途上国等の教育水準向上のためのプロジェクトに積極的に参画する」

について、平成 19 年度に NGO「エデュケーショナル・サポート・センター（Edu）」
との連携体制を構築し「カンボジア国理数科教員研修事業」を実施し、「英語アフリカ

圏中等理数科教員研修生」を受け入れるなど、開発途上国の理数科教育水準の向上へ

貢献していることは、特色ある取組であると判断される。

（２）附属学校に関する目標

附属学校は、大学及び地域との緊密な連携の下に教育研究活動を推進し、優れた学校

教員の養成や地域社会の教育活動の活性化を目指している。

福岡県、北九州市、福岡市の各教育委員会と取り交わした「連携協力に関する協定書」

に基づく、各附属小中学校での各年度６名ずつの県教育委員会長期派遣研修員の受入れ

や高等学校や私学関係者の参加促進も図り、積極的に研究成果を公開するなど、地域社

会の教育活動の活性化と質の向上に貢献している。

また、附属学校教員と大学教員が密接に連携した指導体制を構築できるような教育実

習改善案を策定し、教育実践ハンドブックの作成・改訂に取り組むなど、教育実習の充

実が図られている。

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 教育学部・附属学校共同研究会議での検討作業を経て、中等教育研究部、初等教育

研究部、幼児教育研究部、障害児教育研究部の各委員が中心となり、教職・教科教育

と教科専門が密接に連携して複数の研究プロジェクトを実施し、年度末に研究成果を

報告書としてまとめている。平成 19 年度には年度当初の推進計画を作成し、それに基

づいて研究を進めており、大学との共同研究の推進が図られている。

○ 全附属小学校、全附属中学校において学力テストを実施し、その結果を分析した上

で、２学期制を導入するなどカリキュラムの見直し・改善に取り組んでおり、教育の

実証的研究に基づいた教育改善が図られている。



Ⅱ．業務運営・財務内容等の状況

（１）業務運営の改善及び効率化に関する目標

① 運営体制の改善

② 教育研究組織の見直し

③ 人事の適正化

④ 事務等の効率化・合理化

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 法人化前に学部に設置されていた４つの分散教授会を廃止し、学部教授会と研究科

教授会を設置・運営し、審議の実質化・効率化を図るとともに、教授会の下にあった 44
の委員会を整理統合し、大学教員、事務職員及び附属学校教員が一体化して大学運営

に当たる運営企画室及びセンター運営部を設置し、管理運営体制の効率化を図っている。

○ 事務職員について、平成 26 年度までの人件費シミュレーションを行い、業務運営上

の観点から全学的な人件費管理のシステムを構築し、その上で、平成 20 年度末に職員

が大量に退職することを見通した採用・昇任人事及び人員配置を行っている。

○ 電算化による事務処理の合理化を推進するため、「学生情報総合システム」を運用し、

シラバスの入力・検索、履修登録、休講・補講連絡、成績入力・参照等に関する一

連の事務の効率化が図られている。

○ 女性の教職員採用の促進に向けて、育児休業プログラムを構築するとともに、「出産

・育児支援リーフレット」を作成し、学内に周知するなど、職場環境の整備を行った

結果、女性の教職員数が平成 19 年度で 111 名（対平成 15 年度比 14 名増）となっている。

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項に課題がある。

○ 教職員の給与改定については、経営協議会において審議すべき事項であるが、報告

事項として取り扱われていることから、適切な審議が行われることが求められる。

【法人による自己評価と評価委員会の評価が異なる事項】

○ 中期計画【９】「外国人や女性等の教職員採用の促進に向けて、環境や条件を整備す

る」（実績報告書 15 頁）については、外国人教職員採用の促進のための環境や条件整

備が十分に行われておらず、平成 15 年度から平成 19 年度にかけて外国人教員数が増

加していないことから、中期計画を十分には実施していないものと認められる。

【評定】中期目標の達成状況が不十分である

（理由）中期計画の記載 18 事項中 17 事項が「中期計画を上回って実施している」又は

「中期計画を十分に実施している」と認められるが、１事項について「中期計画

を十分には実施していない」と認められるほか、経営協議会において審議すべき

事項が、報告事項として取り扱われていること等を総合的に勘案したことによる。



（２）財務内容の改善に関する目標

① 外部研究資金その他の自己収入の増加

② 経費の抑制

③ 資産の運用管理の改善

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 科学研究費補助金獲得のため、全学説明会の開催や事務担当者による研究計画書作

成上のアドバイス等を行うとともに、大学教員活動評価において「科学研究費補助金

の申請」を評価項目として追加するなどの取組を行った結果、平成 19 年度は 4,007 万

円（対平成 15 年度比 354 万円増）となっている。

○ 外部資金獲得のため、民間研究助成金の公募案内を学内電子掲示板に掲載するとと

もに、民間研究助成金の一覧表を教員に配付するなどの取組を行った結果、受託事業、

寄附金の外部資金は、平成 19 年度で１億 4,027 万円（対平成 15 年度比 9,195 万円増）

となっている。

○ 定期刊行物等の購入部数の見直し、IP 電話の導入、消耗品の購入量の抑制、エネル

ギー総合管理システムの導入、授業料の口座振替に関する取扱金融機関の拡大等を行

い、経費の削減に取り組んでいる。

○ 中期計画における総人件費改革を踏まえた人件費削減目標の達成に向けて、着実に

人件費削減が行われている。今後とも、中期目標・中期計画の達成に向け、教育研究

の質の確保に配慮しつつ、人件費削減の取組を行うことが期待される。

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項に課題がある。

○ 財務情報の分析の結果が大学運営の改善に十分に活かされていないため、今後、財

務情報の分析結果を大学運営の改善に積極的に活用していくことが求められる。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載６事項すべてが「中期計画を十分に実施している」と認められ、

上記の状況等を総合的に勘案したことによる。

（３）自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標

① 評価の充実

② 情報公開等の推進

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。



○ 自己点検・評価システムに関し、評価結果を改善に結びつけるプロセス等を明文化

した「国立大学法人福岡教育大学点検・評価規程」を制定し、評価結果に基づく改善、

改善状況の検証及び当該検証結果に基づくさらなる改善等の一連の措置とその手続を

明確化し、点検・評価結果を大学運営にフィードバックするシステムが構築されてい

る。

○ 研究・教育成果の社会への提供方法については、各講座・センターにおいて報告書

等を刊行し学外に頒布しているほか、附属図書館学術リポジトリによる研究成果をウ

ェブサイトで公開している。

○ 教育研究等の情報について、ウェブサイトに「大学案内デジタルパンフレット」を

新設し、教養教育や各課程・選修・専攻等の専門教育の内容や、学生生活についての

紹介を行うなど、電子媒体での情報提供を積極的に促進している。

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項に課題がある。

【法人による自己評価と評価委員会の評価が異なる事項】

○ 中期計画【26】「教職員の意欲向上を図るために、自己点検・評価及び第三者評価の

結果を踏まえ多面的な支援方策を策定し、実施する」（実績報告書 36 頁）については、

職員に対する多面的な支援方策の実施に至っていないことから、中期計画を十分には

実施していないものと認められる。

【評定】中期目標の達成状況が不十分である

（理由）中期計画の記載５事項中４事項が「中期計画を上回って実施している」又は「中

期計画を十分に実施している」と認められるが、１事項について「中期計画を十

分には実施していない」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したことによ

る。

（４）その他業務運営に関する重要目標

① 施設設備の整備・活用等

② 安全管理

平成 16 ～ 19 年度の実績のうち、下記の事項が注目される。

○ 策定した耐震補強計画に基づき、老朽化施設について、点検調査表を作成のうえ調

査を実施し、施設整備５か年計画及びこれに基づく年次計画を策定している。また、

施設の有効活用については、「共有スペース規程」及び「有効活用規程」を制定し、共

有スペースの確保やスペースの用途変更による有効活用を図っている。

○ 安全衛生・危機管理対応として、常時携帯できる安全衛生・危機管理マニュアル（ク

イック版）を作成するとともに、各種マニュアルの配布や新入生オリエンテーション

時や授業・卒業研究時等での定期的な安全衛生・危険防止教育、安全パトロールの実



施等により、安全衛生の保持増進に関する意識の高揚に努めている。

○ 照明設備を備えた多目的グラウンドの整備を行い、授業等に支障がない範囲におい

て民間企業の陸上競技部と共同利用を開始している。さらに、民間企業の陸上競技部

と連携の上、地域住民を対象とした陸上教室を開催するなど、地域への貢献活動及び

施設開放を推進している。

○ 研究費の不正使用防止のため、研究活動不正防止規程等の制定、研究費使用ハンド

ブックの作成等、体制、ルールの整備を行っている。

【評定】中期目標の達成状況が良好である

（理由）中期計画の記載 11 事項すべてが「中期計画を上回って実施している」又は「中

期計画を十分に実施している」と認められ、上記の状況等を総合的に勘案したこ

とによる。


